
評価書（個票）
	事務・事業名
	理容師の養成

	担当課

　　（担当課長）
	健康局生活衛生課
　　（堀江　　裕）

	根拠法令等
	理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第３条第４項


	類　型
	講習研修

	
	
	指定等の形態
	指定

	事務・事業の
概要
	○事務・事業創設時の趣旨
理容業は、感染症等を防止する観点から、専門的な知識・技能を有する者が実施する必要がある。そのため、理容師試験は厚生労働大臣の指定した理容師養成施設において厚生労働省令で定める期間以上理容師になるのに必要な知識及び技能を修得した者でなければ受けることができないこととされた。
○事務・事業の内容
厚生労働大臣の指定する理容師の養成施設において、理容師として必要な知識及び技能を修得させる。


	事務・事業の
目的
	理容師としての知識、技能を修得させることを目的とする。


	
	関連する
政策目標
	－


	
	関連する
業績指標
	－

	
	指標の
目標値等
	－

	法人の指定等
の状況
	別紙のとおり。

	指定・登録等の基準に対する

よくあるお問い合わせと回答
	特になし。

	料金等・積算根拠
	料金の設定に関して国の関与はない。

	事務・事業の実績
	○実績（平成２２年度）
指定件数　　０件
受験者数２，４８４名



	国からの補助金等
	なし。

	事務・事業の見直し状況（これまでの検証）
	○　平成１０年以来基準の見直しが行われていなかったことから、理容師養成施設の適正な運営を確保するため、平成２０年２月に理容師養成施設指定規則の一部改正を行った。

●理容師養成施設指定規則及び美容師養成施設指定規則の一部を改正する省令（平成２０年２月厚生労働省令第２１号）

理容師養成施設及び美容師養成施設のカリキュラムを原則として時間制から単位制に改め、生徒の定員を増加使用とする時又は校舎の各室の用途等を変更しようとするときは、厚生労働大臣の事前の承認を要するよう改めた。

●理容師養成施設指定規則及び美容師養成施設指定規則の一部を改正する省令（平成２１年１２月厚生労働省令第１５９号）

理容師、美容師試験の受験者数が減少していることから、一定の条件を満たした場合に一部の教科課目について同時授業の実施を可能とした。



	事務・事業の必要性等・有効性
	●事務・事業の必要性

　理容師は、直接人に接する行為を行うため、感染症等を防止するという観点からも､理容師としての知識、技術を専門的な知見に基づき実施する必要がある。

●事務・事業の妥当性

　理容業は日常生活に密着した営業であり、理容師としての知識、技術の専門的

な修得は妥当である。

●事務・事業の有効性

　同上



	事務・事業の執行体制の妥当性
	○指定等を行う妥当性

理容師養成施設においては、理容師としての知識、技能を継続して確実に修

させる必要があり、入学した生徒の保護が必要であるほか、長期にわたる施設の安定的な資金管理が必要となる。また、登録制にすると養成施設が乱立することとなり、養成施設の経営状態の悪化や教育水準の低下をもたらし、結果として理容師、理容業の質の低下による公衆衛生の悪化が懸念される。また、ハサミ等を使用し､直接人に接する行為を行うため、感染症等を防止するという観点から､専門的な知見に基づき実施する必要がある。
　このため、指定性をとることで一定の水準を満たす理容師養成施設のみ運営を認め、適正な運営を確保する必要がある。
○事務・事業実施主体の適格性

●指定等の基準の妥当性

理容師養成施設指定規則に基づく報告の徴収のほか、地方厚生局において厳格な指導監督を適宜実施している。

●実施主体としての指定等法人の適格性

現に指定されている理容師養成施設については、理容師養成施設指定規則にに基づき審査されており、実施主体の透明化等は確保されている。



	評価結果の総括

（現状分析（事務・事業の評価）と今後の方向性）

	理容師は、ハサミ等を使用し､直接人に接する行為を行うため、感染症等を防止するという観点からも､専門的な知見に基づき知識、技術を修得させる必要がある。

　このため、理容師養成施設指定規則に基づく、養成施設の指定、地方厚生局による指導監督の実施を行い、養成施設の適正な運営を確保している。

また、平成２１年度には、一定の教科科目について理容師と美容師の同時授業を実施するなど、社会的動向を踏まえた対応も行っている。



	備考
	












